
１．継続事業の前提に関する注記１．継続事業の前提に関する注記１．継続事業の前提に関する注記１．継続事業の前提に関する注記

　継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況は特に無し。

２．重要な会計方針２．重要な会計方針２．重要な会計方針２．重要な会計方針

・固定資産の減価償却の方法

・建物並びに器具及び備品－定額法による間接法

・リース資産－該当無し

・引当金の計上基準

・退職給付引当金－法人の負担する神奈川県福利協会退職共済制度掛金

相当額を退職給付引当金に計上する。

また、退職給付引当金と同額の退職給付引当資産を計上する。

３．重要な会計方針の変更３．重要な会計方針の変更３．重要な会計方針の変更３．重要な会計方針の変更

該当無し

４．法人で採用する退職給付制度４．法人で採用する退職給付制度４．法人で採用する退職給付制度４．法人で採用する退職給付制度

当法人の退職給付制度は、（公財）神奈川県福利協会と、（独）福祉医療機構の退職共済制度を採用。

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。

（１）法人全体の財務諸表（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）

（２）事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

（４）公益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

　　 当法人では、公益事業が１拠点のみのため作成していない。

（５）収益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

　　 当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア　本部拠点区分（社会福祉事業）

イ　二宮寿考園拠点区分（社会福祉事業）

ウ　みちる愛児園拠点区分（社会福祉事業）

エ　つぐみのおかコモンズ拠点区分（社会福祉事業）

オ　湘南こいじシニアハイツ拠点区分（社会福祉事業）

カ　みちる愛児園中里ナーサリー拠点区分（社会福祉事業）

キ　湘南こいじクリニック拠点区分（公益事業）

６．基本財産の増減の内容及び金額６．基本財産の増減の内容及び金額６．基本財産の増減の内容及び金額６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当無し

８．担保に供している資産８．担保に供している資産８．担保に供している資産８．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 円

建物（基本財産） 円

円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

円

(つぐみのおかコモンズ拠点)

円

(湘南こいじシニアハイツ拠点)

円

(みちる愛児園中里ナーサリー拠点)

円

定期預金 1,300,000 0 0 1,300,000

合計 524,351,347 63,240,212

設備資金借入金(1年以内返済予定額を含む) 37,826,697

財務諸表に対する注記 （法人全体）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 383,125,947 0 13,179,525 369,946,422

土地 139,925,400 63,240,212 0 203,165,612

13,179,525 574,412,034

設備資金借入金(1年以内返済予定額を含む) 67,028,480

設備資金借入金(1年以内返済予定額を含む) 55,000,000

計 159,855,177

203,165,612

369,946,422

573,112,034計



９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下の通りである。

（単位：円）

建物（基本財産）

建物

車輌運搬具

構築物

器具及び備品

ソフトウェア

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである、

１２．関連当事者との取引の内容１２．関連当事者との取引の内容１２．関連当事者との取引の内容１２．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引は該当無し

１３．重要な偶発債務１３．重要な偶発債務１３．重要な偶発債務１３．重要な偶発債務

該当無し

１４．重要な後発事象１４．重要な後発事象１４．重要な後発事象１４．重要な後発事象

該当無し

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

純資産の状態を明らかにするために必要な事項純資産の状態を明らかにするために必要な事項純資産の状態を明らかにするために必要な事項純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当無し

2,454,600 1,150,500 1,304,100

合計

45,821,365 38,989,754 6,831,611

830,144,775 402,382,783 427,761,992

8,540,000 7,342,497 1,197,503

285,610 285,608 2

690,462,700 320,516,278 369,946,422

82,580,500 34,098,146 48,482,354

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

該当無し

該当無し

合計

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

合計


